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2019年度を対象とした
電源入札等の検討開始の要否について

2019年7月10日

調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 事務局

第41回調整力及び需給バランス
評価等に関する委員会 資料４



2本日の議論について

 第37回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2019.3.20）において、2019～2028
年度を対象とした電源入札等の検討開始の要否についてご議論いただいた。

 ここでは、全国の稀頻度リスク対応について、電力レジリエンス等に関する小委員会で議論中であった
「平年H3需要の1%」を暫定的に活用して需給バランスを評価し、以下の結論を得た。（スライド３，
４参照）

 2019年度冬季の北海道エリアを除き、各エリアで十分な供給予備率を確保できる見込みである
ことから、電源入札等の実施の判断（STEP2）へ移行する必要はない。

 2019年度冬季の北海道エリアに関しては、別途、2019年6月を目途に報告する。

※北海道エリアに関しては、以下2点を要因に別途検討することとした。

• 電力レジリエンス等に関する小委員会において、北海道などエリアの特殊性があるケースの稀頻度リスクに
対応するための供給力について議論中であること

• 北海道エリアは、2018年度冬季が事前の想定以上の厳気象であったこと

 本資料では、稀頻度リスクを考慮した必要供給力に関する議論結果を報告するとともに、別途検討
することとしていた2019年度冬季の北海道エリアを対象とした電源入札等の検討開始の要否について
ご議論いただきたい。



3【参考】第37回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2019.3.20）
資料4 2019～2028年度を対象とした電源入札等の検討開始の要否について 抜粋

 第37回委員会では、全国の稀頻度リスク対応について、電力レジリエンス等に関する小委員会で議論
中であった「平年H3需要の1%」を暫定的に活用し評価したところ。（①）

 特殊性のある北海道エリアの稀頻度リスク対応については、同小委員会の検討結果を踏まえ別途検討
するとした。（②）

①

②



4【参考】第37回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2019.3.20）
資料4 2019～2028年度を対象とした電源入札等の検討開始の要否について 抜粋

 電源入札等の検討開始の要否について、2019年度冬季の北海道エリアを除き、各エリアで十分な供
給予備率を確保できる見込みであることから、電源入札等の実施の判断（STEP2）へ移行する必要
はないとした。



5稀頻度リスクを考慮した必要供給力等について

（稀頻度リスク対応に係る議論結果）

 第6回電力レジリエンス等に関する小委員会（2019.4.26）において、全国の稀頻度リスクを考慮し
た必要供給力について議論され、電源入札等の検討開始の要否を議論する中で暫定的に活用した
「平年H3需要の1%」を基準とすることが確認された。（スライド6参照）
これにより、第37回本委員会での議論（スライド7,8参照）は、妥当と判断できる。

 また、同小委員会にて北海道エリアの供給信頼度についても議論され、当面は北海道胆振東部地震
発生時の電源脱落実績（▲154万kW）を踏まえた供給力を確保すること※と整理された。（スライド
9,10参照）

※ 電力需給検証においては、北海道エリアの稀頻度リスク評価として過去の大規模な電源脱落実績（▲129万kW）を踏まえ
た需給バランスを従来より評価しており、さらに2018年度冬季の見通し策定時には、北海道胆振東部地震発生時の電源脱
落実績（▲154万kW）を踏まえた需給バランスも評価した。

※ 北海道電力においては、地震発生時の事象の原因究明結果を踏まえ火力発電設備への対策等を進めていることから、これら
の再発防止策等の実施状況を踏まえて、必要により見直しを検討することとしている。（スライド11参照）

（北海道エリアを対象とした電源入札等の検討開始の要否判断）

 上記議論結果を踏まえ、北海道エリアの2019年度冬季需給バランスについて、稀頻度リスク対応とし
て154万kWの大規模電源脱落時も厳寒H1需要に対して3%の供給予備率が確保できる見通しかど
うかを評価する。



6【参考】第6回電力レジリエンス等に関する小委員会（2019.4.26）
資料2-1 更なる供給力等の対応力確保策の検討（稀頻度リスク他）抜粋

 第6回電力レジリエンス等に関する小委員会において、全国の稀頻度リスクを考慮した必要供給力を
「平年H3需要の1%」とすることが確認された。

（補足）111%の内訳
108＋2〔厳気象対応〕＋1〔稀頻度リスク対応〕



7【参考】第37回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2019.3.20）
資料4 2019～2028年度を対象とした電源入札等の検討開始の要否について 抜粋



8【参考】第37回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2019.3.20）
資料4 2019～2028年度を対象とした電源入札等の検討開始の要否について 抜粋



9【参考】第6回電力レジリエンス等に関する小委員会（2019.4.26）
資料2-2 更なる供給力等の対応力確保策の検討（北海道エリアの特殊性）抜粋

 北海道エリアの冬季需給検証で考慮している特殊性は以下の通り。



10【参考】第6回電力レジリエンス等に関する小委員会（2019.4.26）
資料2-2 更なる供給力等の対応力確保策の検討（北海道エリアの特殊性）抜粋

 北海道エリアの供給信頼度の考え方として、当面は154万kWの電源脱落を踏まえた供給力を確保す
ることが確認された。



11【参考】第6回電力レジリエンス等に関する小委員会（2019.4.26）
資料2-2 更なる供給力等の対応力確保策の検討（北海道エリアの特殊性）抜粋
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（余白）



13北海道エリアにおける現状の需給見通し（2019年7月現在）

（厳寒H1需要）
 2018年度冬季の北海道エリアは、事前に想定していた厳寒H1需要（525万kW）を上回る需要を

記録した。北海道電力においては昨冬の需要分析結果を踏まえ、2019年度冬季の厳寒H1需要を
昨冬実績相当の542万kWと想定。

（供給力）
 2019年度供給計画をもとに、火力増出力分や電源の運転計画見直しを反映して算出。

（需給見通し）
 2019年度冬季の北海道エリアの厳寒時の需給見通しは下表のとおりであり、厳寒H1需要に対して

3%以上の供給予備率を確保。

12月 1月 2月 3月

厳寒H1需要（万kW） 519 542 542 482

供給力（万kW）※ 604 628 630 595

供給予備力（万kW） 85 86 89 113

供給予備率（％） 16.3 15.9 16.4 23.4

厳寒時の需給見通し

※ 2019年度供給計画から電源の運転計画見直しとして、以下を反映。
・廃止時期「未定」火力の計上（12～3月、＋15万kW）
・電源補修計画の変更を反映（12月、▲34万kW）



14大規模電源脱落時（▲154万kW）の需給状況

大規模電源脱落時（▲154万kW）の需給状況（1月）

1月
供給力

大規模
電源脱落

▲154

628

474

北本
受電

+85
※2

供給力
563

1月
厳寒H1

需要

542

通告調整
契約分※1

+3
需要
54221

予備力

予備率
3.9%

（万kW）

 厳気象H1需要時の予備率が最も厳しい1月において、154万kWの大規模電源脱落が発生した場
合でも、北海道本州間連系設備を介した他エリアからの受電（北本受電）や通告調整契約発動等
の需給対策により、厳寒H1需要に対して3%以上の供給予備率を確保できる見通し。

※1 小売電気事業者の「ひっ迫時抑制電力」にあたる契約（2019年度供給計画計上分）
※2 北本連系設備の運用容量は90万kWであるが、差分の5万kWはエリア外からの供給力として628万kWの供給力に含まれている。



15大規模電源脱落時（▲154万kW）の需給状況

 2019年度冬季における154万kWの大規模電源脱落時の需給バランスは下表のとおり。

 いずれの月においても、北海道本州間連系設備を介した他エリアからの受電（北本受電）や通告調
整契約発動等の需給対策により、厳寒H1需要に対して3%以上の供給予備率を確保できる見通し。

12月 1月 2月 3月

厳寒H1需要（万kW） 519 542 542 482

供給予備力（万kW） 20 21 23 18

供給予備力
増減内訳※1

（万kW）

リスク量 ▲154

北本受電 +85 +85 +85 +55※2

通告調整※3 +3

供給予備率（％） 3.8 3.9 4.3 3.6

大規模電源脱落時（▲154万kW）の需給状況

※1 スライド13の表中「供給予備力」からの増減の内訳。
※2 3月上旬～6月上旬で北本直流幹線（函館～上北ルート）2号線作業停止（運用容量▲30万kW）の計画あり。

昨冬の厳気象更新および大規模電源脱落時（▲154万kW）の需給バランスを考慮し、開始時期を変更（1/下→3/上）。
※3 小売電気事業者の「ひっ迫時抑制電力」にあたる契約（2019年度供給計画計上分）。



16北海道エリアを対象とした電源入札等の検討開始の要否について

（まとめ）

 北海道エリアの2019年度冬季需給バランスについて、厳寒H1需要に対して3%以上の供給予備率を
確保できる見通し。（スライド13）

 さらに、154万kWの大規模電源脱落時の需給バランスを評価した結果、連系線を介した他エリアから
の受電等の需給対策により、厳寒H1需要に対して3%以上の供給予備率を確保できる見通し。
（スライド14）

 以上から、2019年度冬季の北海道エリアを対象とした電源入札等の検討開始の要否について、
「電源入札等の実施の判断（STEP2）へ移行する必要は無い」と判断してはどうか。



17（参考）電源入札等の検討開始の要否判断基準

 需給変動リスク分析について、電力需給検証をベースに電源入札等の検討開始を判断するとしている

 厳気象H1需要に対し供給予備率3%以上を確保 ⇒ スライド13

 供給力減少リスク要因の把握 ⇒ スライド14

第25回 調整力等委員会（2018.3.5）資料5 抜粋



18（参考）電源入札等の実施までのフロー

第25回 調整力等委員会（2018.3.5）資料5 抜粋


